
定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とする米国の景気後退懸念、原

油価格高騰の長期化等の懸念材料もあり、先行きは不透明な状況が続いています。

　このような状況の中、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高88億６千２百万円（前年同期比43.0％増）、営

業損失４億９千７百万円（前年同期は２億２千３百万円の損失）、経常損失６億５千５百万円（前年同期は３億５千

２百万円の損失）、四半期純損失14億１千４百万円（前年同期は２億６千４百万円の損失）となりました。当社は、

開発事業における工事完成、引渡しが下期に集中するため、例年、第一四半期は赤字となる傾向にありますが、業容

拡大により販管費規模が拡大しているため、赤字幅も増加しております。また、四半期純損失につきましては、当連

結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号）が適用されたことに伴い、たな卸資産の

評価損として1,576百万円を特別損失に計上したことが要因となっております。

　サブプライムローンに端を発する信用収縮により、国内不動産の投資市場は大変厳しい状況となっております。し

かしながら、当社が中核としている物流不動産市場は、他のアセットと比べて影響が少なく、また当社の創業以来の

ノウハウによる物流施設開発は底堅い信用を得ております。今回の評価損計上は、当社が開発した物流不動産以外の

商業施設を中心とするたな卸資産数物件に対するものです。なお、評価損の大半を占める商業施設については、すで

に売却が終了あるいは決定しております。

　当社グループは、資金を効率よく運用し、利益を追求することを常に意識し事業を展開しているため、他の不動産

会社との比較において、売上高有利子負債比率が低い水準にあります。また、今般の不動産市況全体の悪化に際し、

今回のたな卸資産の整理を含めたバランスシートの強化を積極的に行い、財務状況の健全性の追求と来るべきチャン

スへの備えを進めております。

　今般の市況悪化により、当社は、当社の展開する物流不動産の市場性を再認識しており、今後はさらに強みである

物流不動産に集中特化し、強化を進める方針としております。その一環として、８月１日より物流にウェイトを置く

形での当社内の組織変更を行い、８月５日に物流ＰＭのシェア拡大となる株式会社天幸総建との経営統合を行ってお

ります。今後もさらに、物流不動産のＰＭ事業・ＡＭ事業のシェア拡大に努め、物流不動産業界のマーケットリーダー

の地位確立に向けて事業を進めていく所存でございます。

 

 事業の種類別セグメントの概況は、以下の通りであります。

（ＰＭ事業）

　売上高は40億５千８百万円（前年同期比5.7％増）となりました。当該事業における第１四半期連結累計期間の業績

は、住居系ＰＭ事業の賃貸仲介事業における仲介件数の増加、賃貸管理事業における管理戸数の増加に伴い、売上高

は増加しております。また、同事業を中心とする人員の増強により、販管費が大幅に拡大しているため、営業損失の

計上となりました。

　当該事業における今後の見通しとして、事業系については、８月５日に行った天幸総建との経営統合をてこに業容

拡大を推し進める方針です。天幸総建は、神奈川エリアを中心に物流不動産のＰＭ事業を展開しており、今回の経営

統合により、首都圏における物流不動産の管理面積が大幅に増加し、ＰＭ事業における強固な基盤が構築されます。

この基盤を活かし、物流不動産業界のマーケットリーダーの地位確立に向け、さらに管理面積を拡大し、安定収益基

盤の確保に努めてまいります。

　住居系については、昨年より注力して行っている新たなビジネスモデル「ドッとあーるｔｏｗｎ」を中心とする賃

貸仲介事業が軌道に乗りつつあり、年明けの繁忙期には先行投資が実を結び、グループの収益に寄与してくるものと

考えております。また、賃貸管理事業においては、投資用アパートの販売事業、賃貸仲介事業との相乗効果により、

管理戸数が順調に拡大しており、事業系と同様に基盤構築を進めてまいります。

（ＡＭ事業）

　売上高は48億３百万円（前年同期比103.5％増）となりました。当該事業における第１四半期連結累計期間の業績は、

前期には計上のなかった開発事業収益があったため、売上高は大幅に増加しました。営業利益については、一部で不

動産市況の影響を受けたため、利益率が低下し、９千７百万円の営業利益にとどまっております。

　当該事業における今後の見通しとして、事業系については、不動産市況全体は引き続き厳しい環境が続くと思われ

ますが、底堅く推移する物流不動産業界において、当社の強みであるＰＭ事業のノウハウ、物流業者とのネットワー

クを活かした開発を安定的に行い、優良物件を市場に供給してまいります。

　住居系については、強みとなりつつあるＰＭ事業との連携や天幸総建との統合により拡大したオーナーとのネット

ワークをフル活用し、投資用アパートの販売を中心としたＡＭ事業の安定的な拡大を図り、住居系事業全体での利益

の最大化に努めます。



２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は442億６千７百万円（前期末比2.4％減）、純資産は89億７千万円（前

期末比14.4％減）となりました。

（資産の部）

　当第１四半期連結会計期間末における資産は442億６千７百万円（前期末比2.4％減）となりました。これは、開発

案件の工事代金の支払に伴う現預金の減少を主要因とするものです。

（負債の部）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は352億９千６百万円（前期末比1.2％増）となりました。これは、負債

を一部返済したものの、資金需要増加に対し、借入を主体に対応したことにより、前期末に比べて増加しております。

（純資産の部）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は89億７千万円（前期末比14.4％減）となりました。これは、当四半

期純損失及び配当の支払による利益剰余金の減少を主要因とするものです。

キャッシュフローの状況

　当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末と比較して、25億１

千３百万円減少し、25億５千７百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、使用した資金は47億３千２百万円（前年同期は98億４千７百万円の使用）となりました。これは

開発案件の工事代金の支払を主要因とするものです。なお、前年同期に計上されていた多額の棚卸資産の仕入れ額が

減少したため、前年同期よりは使用額が減少しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は７億１千５百万円（前年同期は１億１千６百万円の使用）となりました。これは

駐車場事業の譲渡収入があったものの、株式会社天幸総建の株式取得にかかる支出が発生したため、前年同期より使

用額が増加しております。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、獲得した資金は29億３千４百万円（前年同期は85億５千７百万円の獲得）となりました。これは

資金需要増加に対して、借入を主体に対応したことを主要因とするものです。

 

３．連結業績予想に関する定性的情報

　当第１四半期連結累計期間における業績経過は、概ね計画通りに推移しているため、中間期ならびに通期業績予想

につきましては、平成20年６月26日付平成21年３月期連結業績予想の修正に関するお知らせに記載の見通しから、現

時点での変更はありません。

 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸

表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

　　　　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しております。

　なお、当該評価損は、期首在庫に含まれる変更差額であり、一括して特別損失に計上しております。これによ

り、税金等調整前四半期純損失は1,576百万円増加しております。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,835,693 5,348,742 

完成工事未収入金 94,984 53,314 

未収賃貸料 63,423 88,081 

有価証券 293,926 304,012 

販売用不動産 13,091,170 23,348,703 

商品 90 7,826 

未成工事支出金及び仕掛販売用不動産 12,067,534 2,075,562 

前払賃借料 700,032 698,132 

その他 3,260,674 3,163,636 

流動資産合計 32,407,529 35,088,011 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,217,339 1,914,894 

土地 879,638 879,638 

その他 207,036 180,593 

減価償却累計額 △1,024,888 △990,071 

有形固定資産合計 2,279,127 1,985,056 

無形固定資産   

のれん 887,217 937,864 

その他 419,989 432,549 

無形固定資産合計 1,307,206 1,370,413 

投資その他の資産   

投資有価証券 2,577,105 1,181,323 

差入保証金 4,811,663 4,769,396 

その他 1,050,275 1,185,101 

貸倒引当金 △169,134 △228,144 

投資その他の資産合計 8,269,910 6,907,677 

固定資産合計 11,856,244 10,263,147 

繰延資産   

繰延資産合計 3,476 2,374 

資産合計 44,267,250 45,353,533 



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 3,207,461 5,117,113 

短期借入金 14,929,548 10,642,648 

1年内返済予定の長期借入金 7,896,560 6,167,860 

1年内償還予定の社債 554,400 554,400 

未成工事受入金 472,759 206,130 

未払法人税等 112,018 734,157 

前受賃貸料 876,389 810,476 

賞与引当金 168,675 228,312 

工事損失引当金 105,000 － 

賃料保証引当金 267,251 290,390 

その他 2,197,670 2,623,245 

流動負債合計 30,787,733 27,374,733 

固定負債   

社債 610,200 540,200 

長期借入金 950,470 3,919,510 

退職給付引当金 12,971 12,768 

長期賃料保証引当金 127,117 149,986 

受入保証金 2,499,001 2,503,913 

その他 309,118 369,422 

固定負債合計 4,508,878 7,495,800 

負債合計 35,296,612 34,870,533 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,254,208 3,252,666 

資本剰余金 3,443,055 3,441,518 

利益剰余金 2,735,726 4,289,732 

自己株式 △281,864 △281,864 

株主資本合計 9,151,126 10,702,053 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △180,488 △219,053 

評価・換算差額等合計 △180,488 △219,053 

純資産合計 8,970,637 10,482,999 

負債純資産合計 44,267,250 45,353,533 



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 8,862,280

売上原価 7,529,991

売上総利益 1,332,288

販売費及び一般管理費 1,830,022

営業損失（△） △497,733

営業外収益  

受取利息及び配当金 26,400

その他 72,460

営業外収益合計 98,861

営業外費用  

支払利息 126,378

その他 129,972

営業外費用合計 256,351

経常損失（△） △655,223

特別利益  

投資有価証券売却益 16,000

貸倒引当金戻入額 26,000

その他 3,093

特別利益合計 45,093

特別損失  

販売用不動産評価損 1,576,769

その他 14,470

特別損失合計 1,591,239

税金等調整前四半期純損失（△） △2,201,369

法人税等合計 △786,474

四半期純損失（△） △1,414,895



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △2,201,369

減価償却費 54,147

のれん償却額 50,514

賃料保証引当金の増減額(△は減少) △46,007

販売用不動産評価損 1,576,769

受取利息及び受取配当金 △26,400

支払利息 126,378

匿名組合出資分配損益 △10,771

売上債権の増減額（△は増加） 88,704

営業貸付金の増減額（△は増加） △72,235

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,314,009

仕入債務の増減額（△は減少） △1,909,652

未成工事受入金の増減額（△は減少） 266,629

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △90,941

未払金の増減額（△は減少） △370,154

その他 △143,359

利息及び配当金の受取額 25,285

利息の支払額 △117,236

法人税等の支払額 △619,146

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,732,854

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △30,285

投資有価証券の売却による収入 24,000

関係会社株式の取得による支出 △1,240,594

有形固定資産の取得による支出 △330,607

貸付けによる支出 △26,512

貸付金の回収による収入 603,801

事業譲渡による収入 290,070

その他 △4,955

投資活動によるキャッシュ・フロー △715,083

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 9,469,000

短期借入金の返済による支出 △5,182,100

長期借入金の返済による支出 △1,240,340

社債の発行による収入 98,440

社債の償還による支出 △30,000

株式の発行による収入 3,079

配当金の支払額 △183,189

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,934,889



（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,513,048

現金及び現金同等物の期首残高 5,070,209

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,557,160



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

ＰＭ事業
（千円）

ＡＭ事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

　連結
（千円）

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 4,058,902 4,803,377 8,862,280 ― 8,862,280

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
28,062 1,378 29,441 (29,441) ―

計 4,086,965 4,804,756 8,891,721 (29,441) 8,862,280

営業利益又は営業損失（△） △80,865 97,761 16,896 (514,629) △497,733

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業内容を勘案して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

ＰＭ事業：事業系・住居系不動産の賃貸借、管理運営、仲介等

ＡＭ事業：事業系・住居系不動産の開発事業、販売事業等

ｂ．所在地別セグメント情報

 

　当第１四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

ｃ．海外売上高

 

　当第１四半期連結累計期間(自平成20年４月１日　至平成20年６月30日)

　海外売上高がないため該当事項はありません。



（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

（７）重要な後発事象

　　　　（株式交換による子会社の取得について）

　　　　当社は、平成20年8月5日に株式会社天幸総建（以下「天幸総建」）を簡易株式交換により完全子会社といた

　　　しました。

        １. 株式交換の目的

　       当社の創業以来のコアビジネスである物流不動産のＰＭ事業の更なる強化を行うべく、本株式交換により

       天幸総建との間で経営統合を行うものであります。天幸総建は昭和39年の会社設立より、本社のある神奈川

       県を中心に物流不動産のＰＭ事業を展開しております。当社が展開する物流不動産のＰＭ事業は、特に千葉

       県、埼玉県及び東京都を中心とした事業展開であるため、本経営統合により首都圏エリアに物流不動産の強

       固な地盤が構築されることになります。

        ２. 株式交換の日

        株式交換日（効力発生日）　　平成20年 8月 5日　　　　　　

        ３. 株式交換の方法及び内容　

　       天幸総建の普通株式１株に対して、当社の普通株式３．６株を割当て交付しております。但し、当社が取

       得し所有する天幸総建の株式については、割当交付しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

        ４. 株式交換により発行した新株式数

　普通株式1,354,248株

当該株式数は、天幸総建の発行済株式総数である614,650株から当社が平成20年6月20日に取得致しました

238,470株を減じた376,180株に割当比率の３．６を乗じた株式数になっております。

        ５. 資本金及び資本剰余金の増加額

         ①資本金

　      　増加しておりません　

         ②資本剰余金　

      1,906,781千円　

        ６. 株式交換の相手会社の概要

         ①名称　　　 　株式会社天幸総建 

         ②事業の内容　 倉庫賃貸事業 

         ③住所　　　　 神奈川県厚木市酒井３０６８番地 

         ④代表者の氏名 代表取締役社長　鈴木　忠

         ⑤財政状態（平成20年3月31日現在）

         　         資本金 　 　  380,925千円

         　         純資産　　  1,155,409千円

　　     　         総資産  　  9,812,390千円

         ⑥経営成績（自　平成19年４月１日 至　平成20年３月31日）

　　　　　　        売上高　 　14,207,551千円

　　　　        　　当期純利益 　 639,100千円

         ⑦従業員数（平成20年3月31日現在）

  　 　                                 101名

         ７. その他

　平成20年６月20日に天幸総建株式の買取を実施した結果、当第１四半期連結会計期間末における当社の天

幸総建の議決権に占める所有割合は38.80％であり、関連会社に該当しておりますが、当四半期純利益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても当四半期連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、当第１四半期連結会計期間におい

ては持分法の適用範囲から除外しております。

　本株式交換による完全子会社化に伴い、第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含める予定であります。



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 6,199,124

Ⅱ　売上原価 5,171,675

売上総利益 1,027,448

Ⅲ　販売費及び一般管理費 1,251,044

営業損失 △223,595

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息配当金　 33,031

２．その他 23,801

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息　 111,194

２．その他 75,038

経常損失 △352,995

Ⅵ　特別利益 108

Ⅶ　特別損失 12,383

税金等調整前四半期純損失 △365,270

法人税等 △100,946

四半期純損失 △264,323



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

 
前年同四半期

（平成20年３月期
第１四半期）

区　　　　　分 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

１．税金等調整前四半期純損失 △365,270

２．減価償却費 37,963

３．のれん償却額 41,407

４．賃料保証引当金の増減額（減少△） △89,188

５．役員賞与引当金の増減額（減少△） △55,000

６．受取利息及び受取配当金 △33,031

７．支払利息 111,194

８．投資有価証券売却損益（利益△） 234

９．売上債権の増減額（増加△） △116,198

10．営業貸付金の増減額（増加△） △197,914

11．たな卸資産の増減額（増加△） △4,841,152

12．仕入債務の増減額（減少△） △3,233,650

13．未成工事受入金の増減額（減少△） △92,441

14．保証金の増減額（増加△） △128,002

15．その他 48,858

小計 △8,912,190

16．利息及び配当金の受取額 26,752

17．利息の支払額 △108,154

18．法人税等の支払額 △854,121

営業活動によるキャッシュ・フロー △9,847,714

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１．投資有価証券の取得・売却による収支（支出△） 671

２．連結範囲の変更を伴う子会社株式売却による支出 △35,836

３．固定資産の取得・売却による収支（支出△） △132,295

４．貸付金の貸付・回収による収支（支出△） 52,353

５．その他の収支（支出△） △1,490

投資活動によるキャッシュ・フロー △116,597

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１．短期借入金の借入・返済による収支（支出△） 5,767,600

２．長期借入金の借入・返済による収支（支出△） 2,877,400

３．社債の発行・償還による収支（支出△） △30,000

４．株式発行による収入 57,990

５．配当金の支払額 △115,240

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,557,749

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △1,406,562

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 4,798,196

Ⅶ　現金及び現金同等物の第１四半期末残高 3,391,633



（３）セグメント情報

事業の種類別セグメント情報

前年同四半期（平成20年３月期第１四半期）

ＰＭ事業
（千円）

ＡＭ事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

　連結
（千円）

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 3,838,614 2,360,509 6,199,124 － 6,199,124

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
24,262 － 24,262 (24,262) －

計 3,862,876 2,360,509 6,223,386 (24,262) 6,199,124

営業利益又は営業損失（△） 292,840 △34,725 258,114 (481,710) △223,595


